
移動サービスの概要

移動サービスの取り組みの背景

大切にしていること、そして今後の課題

活動をとおして、利用者との
信頼関係の大切さを実感しています

有償在宅福祉サービス　協力会員

（左が、社会福祉法人 五霞町社会福祉協議会の松本直和さん）

高塚留蔵さん（右）

　私が「有償在宅福祉サービス」の「協力会員」として、移動サービス
活動に参加して4年目となります。多くの場合が、利用者の方々の外
出や通院の送迎と付き添いです。
　送迎中の車の中では、健康に関すること、趣味や楽しみに関する話
など、さまざまな会話がつきません。私は「利用会員」の方 と々のコミュ

ニケーションと、そこから生まれる信頼関係を大切にしています。
　最近では73年間の人生経験から私が感じたこと、思っていることな
どを、利用者一人ひとりの顔を思い浮かべながら、手づくりの詩に託し
て利用者の方々にプレゼントし、とても喜ばれています。また、それが私
自身の楽しみにもなっています。
　特に、高齢者の方々にとっては、たとえ些細なことでも、住み慣れた
地域での生活が少しでも豊かになることが生き甲斐につながります。そ
のためにも、この移動サービスの意義があると思っています。
　五霞町に生まれ育った私にとっては、この活動に協力させていただ
くことが最も大事なことになっています。 今後とも、地域の皆さんのた
めに少しでもお役に立てればと、毎日を楽しく、そして、できるだけ長く続
けていきたいと思っています。

●社会福祉法人 五霞町社会福祉協議会［茨城県五霞町］
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　五霞町は、関東平野のほぼ中央、茨城県の西南端に位置し、首都

圏から約50㎞圏内にあり、人口は現在9,954人、高齢化率は

19.4％。 古くから農業が盛んであるが、現在は企業60数社の工場

を擁する工業の町でもある。

　五霞町では、平成7年4月に「有償在宅サービスセンター運営要綱」

を策定した。

　この要綱は、高齢者や障害者等が住み慣れた家庭や地域で生活でき

るよう清掃や洗濯等の家事援助などの非営利的な有償による訪問

サービスを行う「在宅福祉サービスセンター」を設置し、介護などの充

実を図るとともに、その家族の身体的、精神的負担の軽減を図ることを

目的としている。

　移動サービスは、要綱策定当初から社会福祉法人 五霞町社会福祉

協議会（以下、社協）により行われており、今日に至っている。

　最近では、公共交通機関であるバス路線の廃止が相次ぎ、現在では

最寄りの幸手駅（東武鉄道）からの路線バス1系統のみで、それも1時

間に1本程度という状況である。 さらに、地域では共働きの家庭が多

く、日中は高齢者がひとりで病院への通院や外出・買い物などをするこ

ととなる。

　こうした背景から、ますます移動サービスのニーズが大きくなってき

ている。

　五霞町で実施されている移動サービスは、社協を窓口に、サービ

スの提供を受ける「利用会員」（登録制）と、ボランティアとして活動

に参加している「協力会員」の3者で構成されている。 「利用会員」

がサービスを受けたい日時と内容が、社協経由で「協力会員」へ依

頼されるしくみとなっている。

　利用料の清算には、「利用会員」があらかじめ購入している「有償

在宅福祉サービスチケット」が用いられており、1時間につきサービ

スチケット1枚（700円）に、走行距離によって定められているガソ

リン代（現金）が加算され、毎月初めに社協から「協力会員」に支払

われる。

　「利用会員」の登録者数は現在約130名で、高齢者や身体障害者、

あるいは子育て中の母親など単独で車による移動の困難な人々を

援助するために、40～50歳代の主婦を中心とした10名前後の「協

力会員」が、家事の空き時間などを利用しながら活動している。

　この移動サービスは、「利用会員」「協力会員」の双方が同一地域

の居住者であるため、その信頼関係が厚いことが特徴であるといえ

る。 また「協力会員」は地域の道路網を熟知しているうえに、ボラン

ティアとしての仲間意識も強い。 特に社協は「協力会員」との連携に

気を配っており、それが円滑な活動を生み出す要因となっている。

　「利用会員」と「協

力会員」とのコー

ディネートは社協が

行っているが、双方

が顔見知りになる

と、時には「利用会

員」から「あのひと

に来てほしい」など

と指名されること

もしばしばである。

　社協では、活動中の安全運転に万全を期すために、「協力会員」に

対して、関係機関で行われる研修会への参加を促すとともに、社協

の業務時間外のサービス利用をできるだけ避けてもらうなどのリス

ク管理を行っている。

　また、大切にしていることとして、移動中の車の中での会話などか

ら生まれる「利用会員」と「協力会員」との信頼関係の育成、さらにさ

まざまな親睦活動をとおした「協力会員」同士の交流などがあげら

れる。「運転者の持つコミュニケーションの力が大切となってきま

す」と、社協の松本直和さんは語っている。

　移動サービスの今後の課題について、松本さんは、「地域に根ざし

た福祉サービスとして、より多くの人々に利用していただくために、

新たな利用会員の発掘がテーマとなっています」と述べており、広報

活動や各種イベントの際のPRなどをとおして、移動サービスの普及

をめざしている。

交通過疎地域における　
住民の移動手段の確保住民の移動手段の確保
交通過疎地域における　
住民の移動手段の確保
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こうつかとめぞう

まつもとなおかず

地域を支える特 集

「協力会員」が高齢者の移動支援と買い物の付き添いを行う

移動サービスに使われる車両には「五霞町社協有償運送車両」のステッカーが貼られる



移動サービスの概要について

移動サービスの成果と今後の方針

協力員の役割、協会が大切にしていること

　高齢化や過疎化の進展、路線バス等の公共交通機関
の廃止などの影響を受け、地域によっては、移動サービス
の需要がますます高まっています。今号では、さまざまな地
域特性のもとで移動サービスを担う団体の活動にスポット
をあて、その実例紹介とともに、地域福祉の視点による移
動サービスの重要性について考えます。

「移動サービスを使ってよかった」
の声が聴きたくて

　私たち友愛の灯協会では、新しい道路運送法のもとで、地域の運
営協議会との調整や、私たちと同じような活動を担う団体で構成され
ている連絡会との連携を図りながら、地域で暮らす高齢者や障害者の
ためにより良い移動サービスの提供に努めています。
　日頃から、安全で快適な移動をお手伝いするとともに、一人でも多く

の方に、少しでも安い費用でご利用いただくために、さまざまな検討を
重ねております。
　また、協力員の方々に対しては、有意義な地域福祉活動としての参
加意欲とやりがいの向上につなげていただくための支援をしていきた
いと考えています。
　時として、スケージュルの管理や配車の手配などが、利用者の方々
や協力員にとって適切かどうかを自問自答し、夜も眠れないくらいに思
い悩む場合もありますが、何事もなく一日の活動を終えることができる
と、このうえない喜びがこみ上げてきます。
　「友愛の灯協会の移動サービスを使ってよかった」あるいは、「協会
の活動にかかわることができてうれしい」などの声が聴きたくて、これか
らも、移動サービス活動をいっそう充実したものにしていきたいと思って
います。
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●社団法人 友愛の灯協会［東京都杉並区］
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地域福祉の一環としての
　　　　　 移動サービス　　　　　 移動サービス
地域福祉の一環としての
　　　　　 移動サービス

　友愛の灯協会（以下、協会）は、高齢者への福祉活動を目的とした

任意団体「杉並・老後を良くする会」を母体として、昭和52年に設立

された社団法人である。

　協会では現在、移動サービスをはじめ、有償家事援助・介助サービ

ス、障害者へのサポートサービスといった活動を行っている。

　「杉並ハンディキャブ」の愛称をもつ移動サービス事業は昭和54

年に開始されたもので、当初は協会内で実施されるデイサービスへ

の送迎手段として用いられていた経緯がある。

　そして、現在では改正道路運送法のもとで、福祉有償運送の許可

を受け、障害や高齢のために単独での移動が困難な会員の「足」と

して、外出や社会参加を容易にするための支援を行っているもので

ある。

　サービスの利用者と活動を担う運転協力員は、いずれも杉並区在

住の会員であることを条件に、協会が両者をつなぐ事務局となって

機能している。移動サービスは利用日の1週間前までの予約制で、費

用は1時間につき2,000円。 通院や各種福祉施設への送迎といっ

たニーズが多く、協会保有の5台のリフト付き車両が使われている。

　会員として登録されている利用者は現在133名で、その9割が車

椅子の使用が必要な人々である。 こうした会員にとっては、移動

サービス以外に協会が提供している家事援助や介護サービスなど

を複合的に受けられることが、大きなメリットとなっている。

　一方、移動サービス活動に従事している運転協力員は現在27名

で、リタイア後の地域活動として参加している人や、地元の個人事業

主、プロのタクシードライバーといった男性を中心に構成されてお

り、平均年齢は61歳、それぞれの空き時間などを利用して活動して

いる。

　協力員は、ドア・ツー・ドアを基本に、利用者に納得してもらえるよ

うな安全移送を心がけるとともに、例えば車中での会話などをとお

して、利用者が直面しているさまざま福祉ニーズをキャッチすること

が求められている。

　活動費の精算は毎月末に、協会からの謝礼として支払われている

が、地域福祉の

担い手としての

気持から、謝礼の

一部を協会へ寄付する人もいるという。

　協会では、そうした協力員同士のふれあい、助け合いにも気を

配っており、例えば、年末や夏期には親睦会を催すなど、活動参加へ

の意欲を盛り上げるためのムードづくりを大切にしている。

　また、新たな協力員の育成にも慎重を期している。重視している

点は、「乗っている人がいかに安心できる運転をするか」ということ

であり、採用の際には協会の担当者が実地で運転のチェックをする

とともに、しばらくは先輩の協力員に同乗して地理や運転技術など

を覚えていく。 同時に、福祉活動者としての心構えや利用者の接し

方なども学んでいく。

　さらに採用後も、地元警察で行われる安全運転講習会への参加

などが求められる。

　「輪と和ではしるハンディキャブ」をキャッチフレーズとして運営

されているこの移動サービスでは、人と人との「和」が重要とされて

おり、協会を核として利用者と協力員との関係をとおした、地域の住

民同士のより良いコミュニケーションづくりの場としての成果を生

んでいる。

　こうした成果について、協会副会長の黒沢良次さんは、「利用者か

らの“ありがとう”という感謝の言葉が、協力員にとっての達成感に

つながり、それがまた、利用者へのより良いサービスを生むための

原動力となっています」と述べている。

　移動サービスの課題とし

て、現状では利用料がどうし

てもある程度の水準になっ

てしまう点、また協力員のさ

らなる確保などがあげられ

るが、協会では、地域がより

暮らしやすくなるために、一

層の移動サービスの推進を

めざしている。

移動の「足」となっている
ハンディキャブ車両

社団法人 友愛の灯協会　副会長（ハンディキャブ担当）
黒沢良次さん
くろさわりょう じ

移動サービス

車椅子利用での乗降もやさしくフォロー
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地域住民の移動を保障するための
効果的な移動サービスの展開について

　高齢者や障害者などに対する移動支援の重要性が注目されている現
在、地域福祉の視点からの効果的な交通システムに関する研究を続けてい
る宇都宮大学の長谷川万由美助教授より、地域における移動サービスの
意義や活動のための留意点、そして今後の課題などについて伺いました。

長谷川万由美さん
宇都宮大学教育学部 助教授

は せ 　がわ  ま  ゆ  み

移動サービスをめぐる社会的背景とは
　移動支援といえば、高齢者や障害者を主な対象とした活動と思
われがちだが、もともとは、地域のなかの隣近所同士で行われてい
た助け合い活動が原点といえる。 改正前の道路運送法80条でも
公共の福祉を確保するためやむをえない場合には国土交通大臣の
許可を受けて自家用自動車で移動サービスを提供してもよいこと
となっていたが、その手続きは明白ではなかった。
　そこで、平成16年10月にはその許可のための手続きを示すガ
イドラインが発表され、さらにその成果を踏まえて昨年10月には
道路運送法が改正された。 改正道路運送法では、市民活動による
自家用自動車を用いた移動サービスの提供は「自家用有償旅客運
送」と定義され、79条に基づき国土交通大臣の登録を受ければ、社
会福祉法人やNPOが自家用有償旅客運送を行うことができるよう
になっている。
　このような変化の背景には、高齢や障害を理由に移動が制約され
ないようにという考えが浸透してきただけでなく、地域によっては鉄
道やバス路線が廃止となり、住民の「足」となる移動手段が衰退する
なかで、NPOやボランティア団体による運送の必要性が大きくなっ
てきたことがあげられる。
　現在、社協やNPOが実施している有償の移動サービスは、事前に
会員登録された利用者のみの予約制が原則となっており、利用料金
の上限は概ねタクシー運賃の2分の1が目安となっている。

多様化する移動ニーズへの対応に向けて
　改正法の「自家用有償旅客運送」には、高齢や障害のために移動が
制約される、主として高齢者や障害者を対象とした福祉有償運送の
ほか、公共交通が不在の「交通空白地帯」で住民全体の移動を確保す
るための過疎地有償運送と、地域での高齢化率が高く、移動サービス
の担い手がいないなどから自治体そのものが運営・提供する市町村
有償運送といった3つのタイプに分けられている。
　いずれの場合でも、要介護者や要支援者、障害者など単独では公
共交通機関の利用が困難な人が、通院や買い物など生活に必要な移
動のためにサービスを利用するケースが多い。 その他にも、社会活
動に参加したり生活に彩りを加えたりするための「楽しみ」としての
移動サービスや、子どもと子育て中の家族に焦点を絞った「子育て支
援」としての移動サービスの登場など、さまざまな取り組みが行われ
るようになっている。
　地域の抱える福祉課題のなかから、住民たちの移動手段の確保の
重要性をキャッチし、そのニーズへの細やかな対応をめざした人々
の努力の積み重ねがあったことが、今回の法律改正につながってい
るといえる。
　多様なニーズへ対応し、より良い移動サービスの提供や運営を図
るためには、単に場所から場所への移動支援だけにとどまらず、地域
に根ざした生活支援への取り組みとして移動サービスを捉えていく
視点がますます重要となっているのである。

円滑な移動サービスを行うための留意点
　移動サービスの具体的展開において、車の運転にかかわる活動が
前提条件となるため、｢改正道路運送法｣では、｢運転者の要件｣とし
て、第２種運転免許を持っているか、「国土交通大臣が認定する講習
を修了していること」が定義されている。
　活動に従事する運転協力者には、移動サービスに関する法律・制
度の理解や福祉車両についての知識、ドライバーとして車両の安全
操作や乗客の安全確保のための技術などが必要となる。
　しかし、知識や技術だけではなく、移動サービスの担い手は、移動
サービスを通じて利用者の生活を支えていくのだという意識を持つ
ことも大事である。 利用者との日々の交流から、一人ひとりのニーズ
を把握し、地域でその人が生活するには、どのような支援が有効か、
また、移動サービスを通じてどう支えるかを考えていけるのも市民
活動ならではである。
　一方、移動サービスを管理・運営し、協力者を支える組織側の留意
点としては、移動サービス活動が他のボランティア活動とは異なる特
性として、多くの場合が「運転者が一人」で携わり、車の運転という比
較的リスクが多い活動であるため、例えば、各種保険の加入はもちろ
んのこと、定期的な運転者研修の実施と活動報告の検討、そして、運
転前には必ず車両の安全点検を励行するなど、万が一の場合に備え
た十分なリスク管理が重要となる。

地域に適合した交通システムの構築を
　昔から生活の基本を「衣食住」というが、地域福祉の観点からは、
最初の「イ」は移動の「移」、つまり「移食住」なのではないかと私は考
える。
　昨年12月に施行となった「バリアフリー新法」では障害者の範囲
が拡大するなど、地域の移動支援のニーズはますます多様化していく
ことが予想される。 また高齢者や障害者ではなくとも、さまざまな事
情から、「生活の足がない」「移動できない」人も数多く、そうした人た
ちの生活の質を保つためには、地域のなかから、移動を支援するさま
ざまな取り組みを効果的につくり上げていくことがさらに重要となっ
てくる。 そのためにも、社協、NPO、住民や地方自治体など、地域福
祉の担い手が「移動支援」の視点を持つことが求められる。
　地域ごとの特性や住民たちの生活を十分に把握したうえで、例え
ば、自家用車による個別対応か、コミュニティバスのような集団への対
応か、また、点と点を単独で結ぶサービスか、大まかな拠点を巡回する
ものかなど、ニーズに適合した交通システムをよく検討し、そして、そ
れらをいかに効果的かつ複合的につなぎ合わせていくかが、今後の地
域福祉の向上への大きなポイントとなることは間違いないであろう。
　過疎地や交通空白地帯だけに限らず、都市部においても路線バス
の廃止という傾向が高まるなかで、地域住民の「移食住」を十分に保
障するために、きめ細かな地域福祉交通システムを構築していくこと
が重要な課題となっており、その一翼を担う多様な移動サービスの
充実に期待している。

特 集 地域を支える移動サービス
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　東京都の公立高校における奉仕の必修化など、昨今の「ボランティア体験」を取り巻く状況についての報告と
ともに、体験活動の持つ意味や目的、そして、今後の効果的な実践に向けてどのような取り組みが求められるか
などの話がなされました。
　そのなかで早瀬氏は、体験プログラムとして大切なこととして、担当者がいかに「体験プログラム」そのものを
楽しくするか、そして参加者が体験プログラムをとおして多様な価値観を認め合うようになれるかということを
強調しました。そして、参加したい若者、企画したい大人、受け入れたい施設、団体の「協働プログラム」として体
験活動を実施することが提案されました。

　地域に根ざしたボランティア体験活動の事例として、あらかわおも
ちゃ図書館で実施されている「小学生ボランティア」や、定年退職者
によるおもちゃの修理サービス、主婦たちで構成される手づくりおも
ちゃグループなどの取り組みが紹介されました。
　おもちゃをとおして、世代間のふれあい、学びあいを育み、子育て
中、あるいは障害を持つ子の親などが、地域から孤立せずに共に生き
ることをめざすことが「おもちゃの図書館」の実践の目的です。
　こうした活動を促進するために、まずは、誰もが気軽に楽しめるプ
ログラムとすることによってボランティアの「ハードルを下げる」こと
が重要であり、また、他のボランティアグループと連携することで地域
のネットワーク力を高め、活動の幅を広げていくことの大切さを強調
しました。

　「ボランティア体験」は、学校等のカリキュラムの一環として行われ
るなど、活動の機会や参加者の間口が広まるなかで、身近な地域課
題や社会的問題への気づき、ボランティア活動そのものへのリク
ルート、今後の進路や生きがいの発見といった体験活動本来の目的
につながる効果的な実施が課題となっています。
　「広がれボランティアの輪」連絡会議では、「ボランティア体験」の現
状や課題を振り返るとともに、ボランティア活動推進組織として体験
活動のあり方をどのように捉え、今後の効果的な実践に向けてどの
ような点を心がけるべきかを考える公開懇談会を開催しました。

「広がれボランティアの輪」連絡会議とは

　「広がれボランティアの輪」連絡会議は、V活動への参加を希望す
る人が、いつでも、どこでも、誰でも、楽しく活動に参加できるような環
境づくり、気運づくりを推進するために、平成6（1994）年に設立され
ました。 V活動を推進・実践する団体やその受入れ団体をはじめ、社
会教育関係団体、経済・商工団体、労働団体、マスコミ系社会事業
団など計53団体（平成18年11月現在）が参加しています。

『ボランティア体験に関する
公開懇談会』を開催

「ボランティア活動推進機関として“ボランティア体験”を、どう捉えるか」 

　中間支援組織による取り組みとして、東京ボランティア・市民活動センターでの青少年を対象とした体験プログラムづく
りの経緯と、参加しやすく工夫された幾つかのボランティア体験活動の事例報告がなされました。
　具体的には、障害者やホームレスの方々が運営するレストランや喫茶店を受け入れ先として、おいしいものを楽しみなが
ら１日の体験活動を行う「おいしんボラ」、そして企業の体験活動を、東京ボランティア・市民活動センターとＮＰＯなどが協
働しながら、高齢化のすすむ農山村における体験活動を効果的に実践している事例が紹介されました。
　こうした活動体験のプログラムづくりにおいては、対象となる参加者の特性を十分に把握したうえで、そのなかで最も関
心の高いテーマは何かを探り出し、活動そのものの焦点を明確に絞り込むことの重要性が示されました。

「体験プログラムになぜ取り組むのか」

「ボランティアへの入口をいかに用意し、
活動の輪を広げているか」

　大学におけるボランティア体験活動の推進例として、「生涯学習」を
テーマに聖徳大学で実践された学生とシニアの協働によるボラン
ティア活動が紹介されました。
　活動をとおして、学生たちには、自分たちの学習成果を地域に活か
すことにより「自信」を育むとともに、シニア世代にとっての「生きが
い」や「活躍の場」が創出されていることが報告されました。 さらに、
世代間交流を促進するためのボランティア活動のプログラムには、例
えば「学び」や「音楽」「遊び」など、双方をつなぐための具体的な共通
テーマが必要であることと、そのなかで、学生とシニアとが「互いに学
びあう」姿勢を促すしくみの重要性が示唆されました。

「学生とシニアの協働による
ボランティア体験活動の取り組み」

「広がれボランティアの輪」連絡会議
レポート
「広がれボランティアの輪」連絡会議
レポート

事例報告

基調報告
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